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[研究 ノー ト]

ヨーロッパ人権裁判所の判決を

理由とする再審査手続

一 フラ ンス刑事 訴訟法典626-1条 ～626-7条 一

濱 本 正太郎

はじめに

フランス刑事訴訟法典626-1条1は 、 次の よ うに定 める。

確 定 有 罪 判 決 を受 け た い か な る者 も、 当 該 有 罪 判 決 が 人 権 お よ び 基 本 的 自由 の 保

護 に関 す る条 約2あ る い は そ の追 加 議 定 書 の 規 定 に反 して下 さ れ た こ とが ヨ ー ロ ッ

パ人 権 裁 判 所 の判 決 に よ り明 らか に され る場 合 に お いて 、 当該 条 約 違 反 か ら受 け る

損 害 結 果 が、 当該 条 約 違 反 の性 質 お よ び 重 大 性 の ゆ え に 、 同 条 約 第41条 に 基 づ い

て与 え られ る 「正 当 な満 足 」 に よ って 回 復 され る こ と の な い と き は、 自 己の 利 益 の

た め に 確定 刑 事 判 決 の再 審 査 を請 求 す る こ とが で き る。

Ler6examend'uned6cisionp6naled6finitivepeutetredemand6au

b6n6ficedetoutepersonnereconnuecoupabled'uneinfractionlorsqu'il

r6sulted'unarrδtrenduparlaCoureurop6ennedesdroitsderhomme

quelacondamnationa6t6prononc6eenviolationdesdispositionsde

la60nventiondesauvegardedesdroitsderhommeetdeslibert6s

fondamentalOsoudesesprotocolesadditionnels,d色slorsque,parsa

natureetsagravit6,1aviolationconstat6eentrainepourlecondamn6

11ns6r6parrart.89(lelaloin。2000-516du15juin2000』Jo砿r几 α乙(2ゲ ∫oごε呂

du16juin2000.フ ラ ン ス の 国 内 立 法 は 、http://www.legifrance.gouv.fr/に

て 参 照 す る こ と が で き る 。

2Conventiondesauvegarde・desDroitsdel2HommeetdesLib6rt6s

fondamentales,sign6eaRomele4novembre1950,STCEn。005.い わ ゆ る

「ヨ ー ロ ッ パ 人 権 条 約 」。
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descons6quencesdommageablesauxquellesla《satisfaction6quitable》

allou,6esurlefondementde1'article41delaconventionn6po皿rait

mettremterme.

本ノー トは、2000年 に立法されたこの条文から626-7条 までの制定過程 と制

定後の運用とを整理することを目的 とす る。国際裁判所の判決を根拠に国内確

定判決の再審査を定めるこの規定は、 ヨーロッパ統合のあり方、「民主主義」

の単位と国家主権の現状、国際法 と国内法 との関係など、 さまざまな観点から

理論的に興味深い問題を提起すると共に、市民的及び政治的権利に関する国際

規約の(第一)選 択議定書への加入の是非をめぐる日本における実践的議論3に

も大いなる示唆を与えるものと考えられる。

もっとも、このような国内法規定を持つヨーロッパ人権条約当事国はフラン

スのみではな く4、題に掲げた 「ヨーロッパ人権裁判所 の判決を理由とする再

審手続」について本格的に考察す るためには、類似規定を有する諸国の制度を

総合的に分析検討 しなければならない。 しかしながら、 日本ではほとんど知 ら

れていないこの種の立法をとりあえずフランスについて紹介するだけでも一定

3よ く知られているように、日本政府が示すところによれば、選択議定書に日本が加

入 しない理由は、個人通報制度と 「司法権 の独立」 との両立可能性への疑義である

(参照、野沢太三法務大臣 ・第157回 国会衆議院法務委員会会議録第2号15頁(平 成1

5年10月3日))。 これを批判する学説は、選択議定書の当事国 と対比 して、「日本の司

法府は、 ドイッの司法府とは違うので しょうか。フランスやオース トラリアの司法府

とも違 うのでしょうか。韓国の司法府との違いはどこにあるので しょうか」(阿 部浩

己 『人権の国際化』(現 代人文社、1998年)306頁)な どと述べることが多い(例 、西立

野園子 「女子差別撤廃条約選択議定書」ジュリ1176号(2000年)79頁 、 有澤知子 「個

人通報制度への日本政府への姿勢」山下泰子 ・植野妙実子編 『フェミニズム国際法学

の構築』(中 央大学出版部、2004年)317頁 、江島晶子 「「司法権の独立』と個人通報」

法時77巻12号(2005年)27頁)。 しか し、これ ら学説は、例えば ドイツやフランスにお

いて何故に 「司法権の独立」との関係で問題が生 じな,いのかについて、それ ら諸国の

憲法理論や国内法制度を検討 しているわけではない。

4VoかLAMBERT-ABDELGAWAD(Elisabeth),《Ler6examendecertaines

aff』airessuitea(iesarr6tsdelaCoureuroP6enne〔iesdroitsderhomme》,

Rω.孟r伽.d疏.,2001,pp.728-729.
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の意義があると考え、「研究ノー ト」 として発表する次第である。

1.制 定 まで

A,端 緒

刑事訴訟 法典626-1条 か ら626-7条 を 立法す る直接 の きっか け とな った の は、

Hakkar事 件 であ る5。

Hakkarは 、 故殺 等の容疑 によりフ ランスで起訴 され、 ヨンヌ重 罪 院 に て終

身刑判 決6を 受 けた6こ れ に対 し、Hakkarは 、 重 罪 院 での手 続 に ヨー ロ ッパ

人権条約6条3項(c)(弁 護 人 の選任)7違 反が あると して、破 殿院 に上訴 した。

Hakkarが 選任 した弁護士が出廷できない日に口頭手続が設定 され、Hakkar

5他 の要 因 と して は、 ヨー ロ ッパ 審 議 会 閣 僚 委 員 会 の勧 告R(2000)2も 挙 げ られ る。

少 な か らぬ 当事 国 が ヨー ロ ッパ 人権 裁 判 所 の判 決 を履 行 す るた め に国 内 確 定 判 決 に っ

い て再 審 を認 め るよ うに な って きた こ と と、 ヨー ロ ッパ人 権 条 約 違 反 の 場 合 の原 状 回

復 義 務 を 明 確 に 認 め た1995年 のPapamichalopoulos判 決(Papamichalopoulos

c.Gr6ce,310ctobre1995,CEDH,s6r.A,N。330-B,par.34.)と を受 け て 、

ヨー ロ ッパ 審議 会 閣 僚 委 員 会 は、 ヨ ー ロ ッパ 人 権 裁 判 所 の判 決 を 履 行 す る た め に 国 内

確 定判 決 に っ い て 再 審 を 可 能 とす るべ く国 内 法 制 度 を 整備 す る こ と を全 当 事 国 に 求 め

る決 議 を2000年1月19日 に 採 択 した 。RecommandationN。R(2000)2,そ の 理 由

説 明 はComit6directeurpourlesdroitsde1'homme,Rapportdela47e

r6union,CM(99)173corr.,181anvier2000.こ の勧 告 お よ び報 告 書 は 、 ヨー ロ ッ

パ 審 議 会 ウ ェ ブサ イ ト(http://www .coe.int/)に て 入手 で き る。

また 、Hakkar事 件 の ほか 、Remli事 件 も同 様 の影 響 を 与 え た と い わ れ て い る。

Remli事 件 に つ いて は、AffaireRemlic.France,23avri11996,CEDH,s6r.

A,1996-IINO8.

6C.assisesYonne,8d6c.1989,nonencorepubli6.事 実 関 係 ・判 旨 に っ い て

は、 ヨ ー ロ ッパ 人 権 委 員 会 の 報 告 書 に 依 拠 した 。Commissioneurop6ennedes

droitsderhomme,No19033/91,H:akkarc.France,Rapportdela

Commissionadopt61e27juin1995,par.16-23.ヨ ー ロ ッパ 人 権 委 員 会 の 報 告

書 は、 ヨ ー ロ ッパ 人 権 裁 判 所 ウ ェ ブサ イ トにて 入 手 で き る(http://www.echr.coe.

int/)。

7《3,Toutaccus6adroitnotammenta_

c.sed6fendrelui.mδmeouavoir1'assistanced'und6fenseurdesonchoix

et,s7iln'apaslesmoyensder6mun6rerund6fenseur,pouvoir6treassist6

gratuitementparunavocatd'office,10rsquelesint6rδtsdelajustice

l'exigent.》
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の日程変更要請にも拘わ らずその日に口頭手続が行われたため、弁護士による

弁護を受けることができなか ったことが、その主張の根拠である。破殿院は、

訴訟手続を継続的かっ合理的期間内に行 う必要を考慮するならば、 フランス刑

事訴訟法典274条agに よってもヨー一ロッパ人権条約6条3項(c)に よっても、

選任弁護士が口頭手続期日に出廷することができない場合には必ず期 日が変更

されねばならないとまでは言えない、 と述べて上告を棄却 し10、これにより終

身刑が確定 した。

そこで、Hakkarは 、 ヨー ロッパ人権条約6条1項 ・3項(b)(c)の 違 反 を

主張 して、 ヨ・一ロ ッパ人権委員会 に付託 した11。 ヨーロ ッパ人権委員会 は1995

年6月27日 の報告 において これ ら諸 規定の違反を認定 し12、 ヨーロッパ審議 会

閣僚委員会 は この報告 を1997年9月17日 に採択 した13。

この場合、Hakkarが 終 身刑 を受 けて いることを考え ると、金銭 の支 払 い に

よる 「正当な満足」(ヨ ーロッパ人権条約41条)で 条約違反の結果が治癒され

8「 被 告 人 は、』・・… 弁 護 の た め に被 告 人 を援 助 す る弁 護 士 を 選 任 す る こ と を 求 め られ

る。 被 告 人 が 弁 護 士 を選 任 しな い場 合 は、裁 判 長 も しく はそ の 代 理 が職 権 で 弁 護 士 を

1名 選 任 す る。 こ の選 任 は、 被 告 人 が そ の 後 弁 護士 を 選 任 した 場 合 に は失 効 す る。」

《L'accus6est_invit6achoisirunavocatpour1'assisterd、anssad6fens

e.Siraccus6nechoisitpassonavocat,1epr6sidentousond616gu61ui

end6signeun(1'office。Cetted6signationestnonavenuesi,parlasuite,

1'accus6choisitunavocat.》

9ヨ ー ロ ッパ 人 権 委 員 会 報 告 書 に は 「374条 」 と記 され て い るが 、 直 前 に317条 が 引 用

さ れ て い る こと か ら考 え て も、274条 の 誤 植 と思 わ れ る。

10C.cass.5d6c.1990,nonencorepubli6.判 旨 ・事 実 関 係 は 、 ヨ ー ロ ッパ 人 権

委 員 会 報 告 書 に依 拠 し た。Commissioneurop6ennedesdroitsde1'homme,

s乱prαnote6,par.24-25.

11第11議 定 書 発 効 前 の付 託 で あ るた め 、 旧 手 続 に よ る。 旧手 続 の邦 語 に よ る簡 潔 な 説

明 と して は、 芹 田健 太郎 『憲 法 と国 際 環 境 〔補 訂 版 〕』(有 信 堂 、1992年)206-208頁 。

12Commissioneurop6emedesdroitsde1'homme,sゆrαnote6,par.62.

13Comit6desMinistres,R6solutionint6rimaireDH(97)475,.A肌 砿`redθ

乙αCo几ueπ あo几eμroP6召 ππθdes(1roあsdε 乙'んoητητe,t.40[1997],PP.490-491.

旧手 続 に お い て は、 条 約 違 反 の 有 無 にっ いて の閣 僚 委 員 会 の決 定 は拘 束 的で あ る(ヨ ー
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るとは到底言えない14。そこで、 このような場合に再審を可能とする手続の整

備が必要 と考えられたのである15。

B.刑 事訴訟法典の改正

刑事訴訟 法典626-1条 な い し626-7条 は、1997年6月 に成 立 した コア ビタシ

オ ン下 の社 会党 内 閣・(LionelJospin首 相)のElisabethGuigou法 務 大 臣

(Gardedessceaux)が 中 心 とな って推進 されていた一連 の司法改 革 の一 っ を

なす 「無罪推 定保障お よび被害者の権利の強化 に関す る法律」16の 審議 過程 に

14Hakkarに っ き再 審 を 求 め る 動 き は ヨ ー ロ ッパ 審 議 会 議 員 総 会 内 に も あ っ た 。

L'affaireHakkarcontrelaFrance,Doc.8579,250ctobre1999,Question

6criteno381pr6sent6eparM.JURGENSetplusieursdesesco11邑gues

[disponiblesurhttp://assembly.coe.int/].

15フ ラ ン ス刑 事 訴 訟 法 典622条4項 は、 「新 た な 事 実 ま た は訴 訟 手 続 時 に裁 判 所 に知 ら

れ て い な か った 要 素unnOUveaUfaitOUUn616mentincOmudelajuridiCtiOn

aujourduprOCお 」 が 発 見 され た 場 合 に は再 審 の請 求 を認 め て い る。 ヨ ー ロ ッパ 人

権 裁 判 所 に よ る、 ヨ ー ロ ッパ 人 権 条 約 違 反 認 定 の 判 決 が こ れ に該 当 す るか ど う か 、 必

ず し も 明 ら か で は な い 。 否 定 的 な 見 解 と して 、R:ENAUT(Marie-H616ne),

《R6visionetr6examen》,Pe協es媚 εoんe3,18mars2003,p.13,n.39.明 確

で は な い が 肯 定 的 に 読 め る 見 解 と して 、COHEN-JONATHAN(G6rard),

《Quelquesconsid6rationssurlar6parationaccord6eauxvictimesd'une

violationdelaConventioneurop6emedesdroitsde1'homme》,加Les

dr碗sde疏om7nθ α砿seω 泥dω ケo`Sご伽e漉 磁 παかε'ハ4壱Zα π8θSθ π

んoη②mα8eδP`errejLAMBERT,Bruxelles,Bruylant,2000,pp.136-137;

ANGEVIN(Henri),《Demandesenr6vision》,」 乱r`sα αsseωrProe6dμrθ

p6π αZ2,Fasc.20,2003,par.68,74.も ち ろん 、 本 稿 で 紹 介 す る626-1条 以 下 の 立

法 に よ り、 この 議 論 に は歴 史 的 意 味 しか な くな っ て い る。

16Loino2000.516du15Juin2000renforgantlaprotectiondelapr6somption

dρinnocenceetlesdroitsdesvictimes,♂0.du16juin2000.本 法 に 関 す る

日本 語 で の解 説 と して 、 島 岡 ま な 「フ ラ ンス に お け る無 罪 推 定 保 護 と被 害 者 の 権 利 強

化 に関 す る法 律 」 捜 査 研 究586号(2000年)72頁 、 白取 祐 司 「フ ラ ンス の 刑 事 訴 訟 法

の改 正 にっ いて(1)～(4・ 完)」 現 代 刑 事 法23号(2001年)75頁 、27号(2001年)

90頁 、37号(2002年)68頁 、48号(2003年)77頁 。 た だ し、 い ず れ も、 ヨー ロ ッパ

人 権 裁 判 所 の判 決 に基 づ く再 審 に関 す る規 定 にっ い て は ほ とん ど触 れ て い な い。 な お

参 照 、 水 谷 規 男 「未 決 拘 禁 法 に対 す る国 際 人 権 法 の影 響20世 紀 末 フ ラ ン ス の 立

法 改革 を 中心 に 」 愛 知 学 院 大 学 法 学 研 究42巻3・4号(2001年)1頁 。
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　マ

おいて、途中か ら付け加え られたものである 。

ヨーロッパ人権裁判所判決を理由とする再審を認める規定の提案をしたのは、

国民議会(下 院)議 員JackLang(社 会党)で あった。 国際法学者でもある

Lang議 員18は、Hakkar事 件19やRemli事 件 に言及 しつっ、 ヨーロッパ人権

条約違反の結果が再審r6visionに よってのみ治癒され る場合には再審請求を

認める修正案を提出した20。この修正案に対 しては保守派からも反対 はおろか

懐疑的な意見さえ一切示 されず、議論 らしい議論 もないまま21、技術的な修正

を追加 した上で22採択された。事実 の新たな発見など事実を理由とする見直 し

17法 務 大 臣 提 案 に よ る 当 初 の 法 律 案 はProjetd.eloirenforgantlaprotectioη

delapr6somptiond身imocenceetlesdroitsdesvictimes,le16septembr(

1998,Assembl6enationale,No1079.

18主 著 はLθ,ρ 乙伽 εα膨ooπ 孟加2η 孟αidεZαM2rd混1Vordrαrr配de五 αCOU」

加 診θrη,α加oη,αZedeノ 乱s診`ce,20∫ 勧r陀r1969,Paris,LGDJ,1970,xiv+169p.

[miseajour1988,xviii+172p.]

19Hakkarは 、 こ の法 案 の議 会 で の 審 理 中 に、 ヨ ー ロ ッパ審 議 会閣 僚 委 員 会 の決 定 ね

ど を根 拠 と して 、 身 柄 の解 放 な どを 求 め る レフ ェ レ命 令 を パ リ大 審 裁 判 所 に請 求 した,

これ に対 し、 国(イ ー ル ・ ドゥ ・フ ラ ンス県 知 事)は 、 確 定 判 決 を理 由 と して パ リプ

審 裁 判 所 の 管 轄 権 を 否 定 す る抗 弁 を 提 起 した 。 パ リ大 審 裁 判 所 のJean-Jacque

Gomez判 事 は、 ヨー ロ ッパ 審 議 会 閣 僚 委 員 会 の決 定 に よ りHakkarの 基 本 権 が 侵 宅

さ れ た こ と が 確 認 さ れ た こ とを 指 摘 し、 裁 判 所 の 管 轄 権 を 肯 定 し た 。TGIPari

(r6f.),21avri12000,Gaz.PaL,2000,Jurisprudence,1419.こ の異 例 の 判 謡

が議 会 に対 して い っそ うの 圧 力 に な っ た こと は容 易 に想 像 で き る。 な お 、Gomez斗

事 は、Yahoo!オ ー ク シ ョ ン事 件 で フ ラ ンス裁 判 所 の 管轄 権 を 認 め る積 極 的 司 法 判 暫

を行 った裁 判 官 で もあ る(同 事 件 にっ い て は、 濱 本 正 太 郎 「Yahoo!オ ー ク シ ョン華

件 」 松 井 芳 郎 ほ か 編 「判 例 国 際 法(第2版)』(東 信 堂 、2006年 刊 行 予 定)。 も っ と も

この パ リ大 審裁 判 所 の 判 断 は、 刑 事 訴 訟 法 典 改 正 後 に上 級 審 に よ って 否 定 さ れ る こ ・

に な る。Vo`rC.cass,250ctobre2005,NoO3-14.290,JurisData2005-030468

20Assemb16enationale,2es6anced.u10f6vrier2000,♂0.A.瓦(C.R.),

p.1009.

21VoかS6nat,s6anced.u4avri12000,♂0.S.((二R.),pp.1838-1839;Assembll

nationale,s6ancedu24mai2000,♂ αA.瓦((二R.),pp.4664-46651S6na

s6ancedu30mai2000,♂(λS.((二R.),pp.3380-3382,

22S6nat,RapportdeM.CharlesJOLIBOIS,aunomdelacommissi(

deslois,No283,1e22mars2000,pp.114416,258;Assemb16enationale

S6nat,Rappo:rtdeMmeChristineLAZ:ERGESetd,eM.CharlesJOLIBOI
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で はな く法的理 由 に基 づ く見直 しなので、「再 審r6vision」 で は な く 「再 審査

r6examen」 とい う名称 を与 え ることにな った こと23、 それ に伴 って既 存 の再

審規定(刑 事訴訟法典622条 ないし626条)が 定めるものとは多少異なる手続

が定められたこと24、などが主要な修正である。

以下、626-2条 以下の関連条文を示す25。

626-2条

再審査の請求 は、次の者がこれをすることができる。

一法務大臣

一破殿院検事長

一確定判決を受けた者、またはその者が無能力者であるときはその法定代理人。

一確定判決を受けた者が死亡しているときは、その権利承継人。

Ler6examenpeutδtredemand6parl

-1eministre(ielalusticel

-1eprocureurg6n6ralprるslaCourdecassationl

-1econdamn60u
,encasd'incapacit6,sonrepr6sentant16gall

-1esayantsdroitducondamn6
,encasded6c6sdecedemier,

626-3条

再審査の請求は、破殿院の裁判官会議が選任する7名 の破殿院司法官からなる委

員会に対 してなされる。破股院の各部26は 、その構成員1名 によって代表される。

aunomdelacommissionmixteparitaire,No2409(Assemb16enationale),

No349(S6nat),1e18mai2000,pp.140-142.

23MmeElisabethGUIGOU,gardedessceaux,S6nat,s6ancedu4awi1

2000,JlαS.(C,R.),P.1839.

24626-2条 な い し626-7条 。

25以 下 に示 す 条 文 中 に 引 用 され て い る他 の 条 文 に っ いて は、Legifrance(前 掲 注1)

の 参 照 を 乞 う。 な お 、1997年5月 改正 ま で を 含 む フ ラ ンス刑 事 訴 訟 法 典 の 日本 語 訳 と

して は、 法 務 大 臣 官 房 司 法 法制 調 査部 編 『フ ラ ン ス刑 事 訴 訟 法 典 』(法 曹 会、1999年)

が あ る。

26破 殿 院 は、 現 在 、 民 事1部 ・民 事2部 ・民 事3部 ・商 事 部 ・社 会 部 ・刑 事 部 の 計6

部 か らな る。 参 照 、http://www.courdecassation,fr/
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ただ し、刑事部 は2名 の司法官によって代表 されるものとし、そのうちの1名 が委

員会の長を務める。同じ条件により、7名 の補充司法官が選任 される27。検察官28

の職務は、破殿院検事局がこれを遂行する。

再審査の請求 は、ヨーロッパ人権裁判所の決定から1年 以内になされなければな

らない。

委員会の決定は、公開の法廷において請求者あるいはその弁護人および検察官の

口頭 もしくは書面による見解を聴取 した後に、 これを行 う。委員会の決定に対 して

不服申立てをすることはできない。

Lademandeenr6examenestadress6eaunecommissioncompos6e

deseptmagistratsdelaCourdecassation,d6sign6sparrassembl6e

g6n6raledecettejuridiction;chacunedeschambresestrepr6sent6e

parundesesmembres,a1'exceptiondelachambrecriminellequiest

repr6sent6epardeuxmagistrats,1'und'entreeuxassurantlapr6sidence

delacommission.SeptmagistratssupP16antssontd6sign6sdansles

ハ 　マ ヤ
memesconditions.Lesfonctionsduministerepublicsontexerc6es

Pεlrleparquetg6n6ra1(ielaCour(1ecassation.

Lademandeenr6examendoitetreform6edansund61aid'unana

compterdelad6cisiondelaCoureuroP6ennedesdroitsde1'homme.

Lad6cisiondelacommissionestprononc6ea1'issued'uneaudience

publiqueaucours(ielaquellesontrecueillieslesobservationsorales

ou6critesdurequ6rantoudesonavocat,ainsiquecellesduminist邑re

public;cette(16cisionn'estpassusceptiblederecours.

626-4条

委員会は、請求が正当であると考える場合には、以下の規定に従って手続を進め

27こ の 一 文 は、2002年3月4日 の法 律2002-307号 の11条 に よ り追 加 さ れ た 。Vo`r

LEGUNEHEC(Francis),《Pr邑sentationdelaloidu4mars2002

compl6tantlaloidu15juin2000surlapr6somptiond'innocence》,JCP,8

mai2002,actualit6206,p.857.

28《Minist邑republic》 につ い て は、 参 照 、北 村 一 郎 「フ ラ ン ス に お け る公 的 補 佐

(minist醗epublicい わ ゆ る検 察)の 概 念」 野 田 良 之古 稀 「東西 法 文化 の 比 較 と 交 流 』

(有 斐 閣 、1983年)701-758頁 。
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る。

一ヨーロッパ人権裁判所が認定 した条約違反が、有罪判決を受けた者の上訴をヨー

ロッパ人権条約の規定に従って再審査することによって治癒される場合には、委員

会は当該事案を破殿院に送付 し、破殿院は全体部29に おいて判決を下す。

一それ以外の場合には、委員会は、当該事案を、ヨーロッパ人権裁判所で争 われ

た決定を下 した裁判所と同一審級かっ同一段階の裁判所 に送付する。 ただ し、第

625条 第3項 および第4項 の適用を受ける場合 はこの限りでない。

Sielleestimelademandejustifi6e,1acommissionproc6de

conform6mentauxdispositionsci-apr6s:

一Siler6examendupourvoiducondamn6,dansdesconditions

conformesauxdispositionsdelaconvention,estdenaturearem6dier

alaviolationconstat6eparlaCoureurop6emedesdroitsdel'homme,

1acommissionrenvoie1'affairedevantlaCo皿decassationquistatue

enassemb16epl6ni6rel

-Danslesautrescas
,lacommissionrenvoiel'affairedevantune

juridictiondememeordr守etdemδmedegr6quecellequiarendula

d6cisionlitigieuse,sousr6serve(1el'apPlication(1es(lispositions(1es

troisi邑meetquatri邑mealin6asdel'article625.

626-5条

委員会もしくは破殿院は、有罪判決執行の停止をいっで も命じることができる。

前項の場合を除 き、委員会が再審査請求を正当と認めて第6264条 の定めるとこ

ろに従い手続を進めるときは、 自由刑の執行を受けていた者は、破殿院全体部 もし

くは事実審の決定まで、言い渡された刑期を超えない範囲で拘束 され続ける。破殿

院全体部 もしくは事実審の決定 は、委員会の決定か ら一年以内になされねばならな

い。その期限までに決定がなされない場合は、再審査請求者は、他の犯罪にっいて

拘束を受けている場合を除き、釈放 される。この期間において、再審請求者は勾留

されているものとみなされ、第148-6条 お よび第148-7条 に従 って釈放請求をする

ことができる。 この釈放請求は、第148-1条 お よび第148-2条 に従って審査 され る。

29破 殿院全体部にっいては、参照、山本和彦 『フランスの司法』(有 斐閣、1995年)

132頁 。
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ただ し、委員会が事案を破殿院全体部に送付する場合においては、再審査請求者に

対 して有罪判決を下 した裁判所を管轄内に含む控訴院の予審部が、釈放請求を審査

30す る
。

Lasuspensionde1'ex6cutiondelacondamnationpeutetreprononc6e

atoutmomentdelaproc6dureder6examenparlacommisisonoula

Courdecassation.

H:orslecaspr6vuaupremieralin6a,silacommission,estimantla

demandelustifi6e,proc6deconform6mentauxdispositionsde1'article

626-4,1apersomequiex6cutaitunepeineprivativedelibert6demeure

d6tenue,sansquecetted6tentionpuisseexc6derladur6edelapeine

prononc6e,jusqu'ala(i6cision,selonlecas,delaCour(1ecassation

statuantenassemb16epl6ni6reoude・lajuridiction・dufond.Cette

d6cision(10itintervenirdansund61ai(1'unanacompter(ielad6cision

delacommission;fauteded6cisiondansced61ai,1apersomeest

miseenlibert6,amoinsqu3ellesoitd6tenuepouruneautrecause.

Pendantced61ai,1apersomeestconsid6r6ecommeplac6eend6tention

provisoire,etpeutformerdesdemandesdemiseenlibert6dansles

conditionspr6vuesauxarticles148-6et148-7,Ces(1emandessont

examin6esconform6mentauxarticles148-1et148-2.Toutefois,10rsque

lacommissionarenvoy61'affairedevant1'assemb16epl6ni6redela

Courdecassation,1ademandedemiseenlibert6estexamin6eparla

chambrederinstructiondelacourd'appeldansleressortdelaquelle

,30
siさgelajuridictionayantcondamn61'int6resse

626-6条

本節に定める諸規定の適用にあたり、再審査請求者は、国務院付弁護士、破殿院

付弁護士、または弁護士会に正規に登録されている弁護士に代理され、又は援助さ

れることができる。

Pour1'applicationdes(1ispositions(iupr6senttitre,1erequ6rant

30本 条2項 は 、2004年3月9日 の 法 律2004-204号 の158条3項 に よ り追 加 され た 。



ヨーロッパ人権裁判所の判決を理由とする再審査手続 11

peutetrerepr6sent60uassist6parunavocatauConseild'Etatouala

Courdecassationouparunavocatr6guli色rementinscritaunbarreau.

626-7条

再審査手続において、有罪判決を受けた者が無罪とされる場合には、第626条 の

定めるところが適用される。

Si,a1'issuedelaproc6dure,lecondamn6estreconnuinnocent,1es

dispositionsde1'article626sontapPlicables.

ま た、2000年6月15日 の法律2000-516号89条2項 は以下 の経 過規 定 を お い

ていた。

経過措置として、本法がフランス共和国官報に掲載 される前に下されたヨーロッ

パ人権裁判所判決を理由とする、刑事訴訟法典626-1条 お よびそれ以下の規定に基

づ く再審査請求は、本法のフランス共和国官報掲載後1年 以内に、 これをなすこと

ができる。これ ら諸規定の適用にあたって、人権の保護に関する条約[ヨ ーロッパ

人権条約](旧)32条 あるいは同条約第11議 定書5条(6項)の 規定に従 って ヨー

ロッパ人権委員会の決定の後になされるヨーロッパ審議会閣僚委員会の決定は、ヨー

ロッパ人権裁判所の決定とみなす。

Atltretransitoire,1esdemandesder6examenpr6sent6esenapplication

desarticles626.1etsuivantsducodedeproc6durep6naleetmotiv6es

paruned6cisionrendueparlaCoureurop6emedesdroitsde1'homme

rendueavantlapublication(lelapr6senteloiauJloαrπ αZoガ ご(〕∫eε(1e

laR6publiquefrangaisepeuventetreform6esdansund61aisd'unan

acompterdecettepublication.Pour1'applicationdesdispositionsde

cesarticles,1esd6cisionsduComit6desministresduConseilde

1'Europerendues,apr6suned6cisiondelaCommissioneurop6ennedes

droitsde1'homme,enapplicationde1'article32(ancien)dela

conventiondesauvegardedesdroitsdel'hommeouderarticle5
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(paragraphe6)desonprotocoleno11,sontassimil6sauxd6cisions

delaCoure皿op6ennedesdroitsdel'homme,

H.運 用

以下では、立法後になされた再審査請求事例を概観 し、再審査請求の要件を

簡単に整理 しておきたい。

A.再 審査請求事例

破殿院の年次報告書2004年 度版31に よれば、2004年 末 までになされた再審

査請求は計26件32、 うち、再審査が開始 された ものが10件 、再審査委員会に

より再審査開始が認められなかったものが14件(う ち受理不能とされた もの

8件)、 係属中が2件 である。これ らの事例か ら、代表的な2件 にっ き、 その

経緯を整理 しておこう33。

1.Hakkar事 件

Hakkarは 、2000年6月15日 の法律が成立するとすぐに再審査請求を行い、

再審査委員会は2000年11月30日 の決定でこの請求 を認容 した。 フランスが

Hakkarに 与えた 「正当な満足」は、訴訟において合理的期間内に審理を受 け

る権利の侵害の結果を償 うものであるとしても、 自らの防禦の準備のために必

要な時間および方策を与え られる権利ならびに自ら選任する弁護人の援助を受

31恥ppoπ απ肥d4θZαOo砿rdθeαssα 診`oπ,2004,

http://www.courdecassation.fr/ _rapport/rapportO4/activite/reexamen_

cedh.htm/

32こ の他 、 再 審 査委 員 会 で の 手 続(附 帯 私 訴 当事 者 の地 位)に 関 す る請 求 ・決 定 が1

件 あ る。

33破 殿 院 の ウ ェ ブサ イ トに 、 初 期 の 決 定 全 文 が掲 載 され て い る。http=//www.courd

ecassation.fr/commissions/com_reex _desc`pen.htm/

これ 以 外 の事 例 に つ い て は、Dalloz等 の私 撰 判 例 集 に よ るか 、 破 殿 院 の 年 次 報 告

書 を 参 照 す る ほ か な い 。 年 次 報 告 書 は 、http://www.courdecassation.fr/

_rapport/rapport.htm/
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ける権利の侵害結果を償 うものでなく、 これら権利侵害の結果は再審査によっ

てのみ償い得るものだ、 というのがその理由である34。

また、Hakkarは 、626-5条 に基づいて刑 の執行停止 も請求 した。再審査委

員会は、 ヨーロッパ人権委員会 ・ヨーロッパ審議会閣僚委員会で問題とされた

1989年12月8日 のヨンヌ重罪院判決(終 身刑)の 執行停止を認めっっ、別の

犯罪についてHakka,が 受 けた有罪判決にっいては執行停止を認めなか った35。

再審査委員会から付託を受けたオー ト・ドゥ・セーヌ重罪院は改めて審理を
　

行 い、その結果、Hakkarに はや はり終身刑が科せ られ ることとな った 。

ヨーロ ッパ審議会閣僚委員会 は、刑事訴訟法典 の改正 を行いHakkarに っ い

て再審査が開始 され る旨の フラ ンス政府か らの報告 を受 け、 ヨーロ ッパ人権条

約 旧32条 が定 めるフォローア ップ手続 を終了 させ ることを決定 した37'386

2.Papon事 件

ナチ占領下のフランスにおいてジロン ド県庁事務総長を務 めていたPapon

は、第二次世界大戦中のユダヤ人の逮捕 ・拘禁につき、人道に対す る罪の共犯

として禁固10年 の有罪判決を受けた(ジ ロン ド重罪院 ・1998年4月2日 判

34Comm.r6examen,30novembre2000,noOORDHOO3,1{akkar[disponible

surhttp://www.courdecassation.fr/]lJCP,2001,II10642,noteJos6LEF

:EBVRE;1)ro琵&」 ρα孟r`mo菖 ηレε,No102,2002,pp,91-93,note

PhilipPeBONFILS.な お、 本件 で委 員 長 を務 め た の は 、 自 由 権 規 約 人 権 委 員 会 委

員 で もあ るChristineChanetで あ る。

35Comm.r6examen,s勘prαnote34.Hakkarは 、 別 途 、 脱 獄 お よ び 脱 獄 幣 助 の

罪 等 で 刑 罰 を 科 せ ら れ て い た 。Voかpαreκ.CAParis,10eCh.,sec.B.,22

mars2002,JurisData2002.192258.

36C.assiseHauts一(1e-Seine,26f6v.2003,nonencorepubli6.Vb`rC、cass・,

29septembre2004,NoNO4-84.506F-P十F,JurisData2004-025252.

37Comit6desMinistres,R6solutionfinaleResDH(2001)4adopt6ele14

f6vrier2001[disponiblesurhttp://www.coe.int/]。

38そ の後 、Hakkarは2000年11月30日 の 決 定 にっ いて 再 審 査 委 員 会 に 解釈 請求 を行 っ

た もの の、 こ れ は再 審 査 委 員 会 に 受 理 不 能 と判 断 さ れ た(Rαpporむ απ脇42004,

sμρrαnote31)。
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決)39。Paponは 直ちに破殿院に上訴 した。フランス刑事訴訟法典583条(当 時)

は、1年 以上の自由刑判決を受けた者が上訴する場合は身柄を拘束 されていな

ければならないと定めており40、高齢 を理由にそれ まで収監 されていなかっ

た41Paponが 上訴するためには自ら収監を申 し出るほかなかった。 しか し、

Pa口onは 自ら収監を申し出ず、破殿院は1999年10月21日 の判決で刑事訴訟法

典583条 に基づ く上訴失効を宣言 した42。Paponは ヨーロッパ人権条約6条1

項違反を主張 して ヨーロッパ人権裁判所に提訴 し、 同裁判所 は、Paponの

「裁判を受ける権利」が この失効により侵害され、同条約6条1項 違反が成立

する、 と判示 した43。

この判決を受けて、Paponは 再審査請求を提起 し、再審査委員会 は2004年

2月26日 の決定において再審査を認め、破殿院全体部 にて再審査を行 うこと

とした。そして、破殿院全体部は審理を行い、2004年6月11日 の判決によっ

てPaponの 上訴を棄却 した44。

B.再 審査請求の要件

ここでは、再審査請求が認められなかった事例をとりあげっっ、一般的な学

39判 例 集 未 登 載 。Papon事 件 の 背 景 お よ び 重 罪 院 判 決 に 至 る 経 緯 に っ い て 、 渡 辺 和

行 『ホ ロ コ ー ス トの フ ラ ン ス 』(人 文 書 院 、1998年)175-196頁 。

40こ の 規 定 に っ き 、 参 照 、:KUTY(Franklin),observationssousCass.B.2ech.,

9mars1999,HuttonetCass.Fr.crim.,210ctobre1999,Papon,Rω.ヵrご

m.d肋.,No41,2000,pp.147-174

41C.assisesGironde,100ct.1997,D.1998,jur.p.173,noteROUJOUDE

-BOUBEE
,etSomm.p.169,0bs.」.PRADEL.

42C.cass.,210ct,1999,D.2000,」'ur.p.602,noteAnneTEISSIER.

43Paponc.France,54210/00,arrδt(lu25juillet2002[d.isponible

surhttpl//www.ehcr.coe.int/];D.2002,Somm.p.2572,0bs.」.一F.RENUC

CI;Gaz.PaL2002,jur.1489,noteChristophePETTITI.

な お 、 問 題 の フ ラ ン ス 刑 事 訴 訟 法 典583条 は 、2000年6月15日 の 法 律2000-516号

121条 に よ り 廃 止 さ れ た 。

44C.cass.(Ass.p16n.),11juin2004,Gaz.Pa1.2005,jur.456,noteYves

MONNET.
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説45に従い、受理要件 ・実質要件に分けて述べる。

1.受 理 要件

a)請 求 対象 刑事訴訟法典626-1条

確 定有罪判決 に限 られ る。「有 罪(刑 事)判 決d6cisionp6nale」 の みが対象

となるので、民事訴訟46・ 行政訴訟47に おけ る判決 は対 象 とな らない。 「確定 」

判決であることという要件にっいては、 ヨーロッパ人権条約35条1項(国 内

的救済完了)が あるため、実際に問題が生 じることはないと思われる。

45BARBEROT(Christine),《R6xamend'uned6cisionp6naled6finitive

cons6cutifauprononc6(1'unarrδtdelaCoureuroP6enne(lesdroitsde

1'homme》,」 瞬sα αs8θ砿rProe記 配repε πα乙θ,Fasc.20,2001(miseajour

2005);COMMARET(DominiqueNoご11e),《Laproc6dureder6examen》,

Reぴse.cr謡.,2002,pp.348-356;KOERING-」OULIN(Ren6e),《LaCommission

der6examen》,1几TAVERNIER(Pau1),sousladirectionde,1,αFrα ηce

e孟 乙αCo砿rθ 肪ro」ρ吾eπη,θdlεsdroあsdlθZ'hloη1η τerZα ノμr`sprμdle几(}ε εη2002,

Bruxelles,Bruylant,2003,pp,27-36;D:EGOUTTES(R6gis),《Laproc6dure

der6examen(1esd6cisionsp6nalesapr§sunarrδt(1econ(iamnationde

laCoureurop6ennedesdroitsdel7homme,`πL必e磁s,ノ ωs漉 ε,君oZ配 απcε

'ハ4彦 呂α几82sε π んom肌 α8ε αωDoツ ε几 磁rαr4CO丑E丼 一」0亙IA盟AN,vo1.1,

Bruxelles,Bruylant,2004,pp.564-578,

46合1imane.:Kaid事 件 に お い て、 ヨー ロ ッパ 人 権 裁 判 所 は、 刑 事 訴 訟 に お い て 附帯 私

訴 当事 者(partiecivile)と な る こ とが で き るか ど うか の み が争 わ れ た 破 穀 院 で の 審

理 過 程 に ヨー ロ ッパ人 権 条 約6条1項 違 反 が あ る と判 断 した(Slimane一:Kaidc.

France,29507/95,arr6tdu251anvier2000[disponiblesurhttpl//

www.echr.coe.int/])。 これ を受 け て な さ れ た再 審 査 請 求 につ い て 、再 審 査委員 会 は、

附帯 私 訴 当事 者 適 格 に関 す る判 決 は有 罪(刑 事)判 決 で は な い の で 当 該 請 求 は受 理 で

き な い 、 と判 断 し た(Comm.r6examen,30mai2002, 、n。01RD耳010

[di卸oniblesurhttp://www,courdecassation.fr/])。 この 事 件 にお いて は、 ヨー

ロ ッパ 人 権 裁 判 所 自 身 、 本 件 問 題 は 民 事 的 性 格 の み を 持 っ こ と を 指 摘 して い た

(Slimane-Kaidc.France,sμ ρrα,par.20)。 な お 、 附 帯 私 訴 に つ い て は、 小 木

曽綾 「犯 罪 被 害 者 と刑 事 手 続 フ ラ ンス の附 帯 私 訴 一 一 」 新 報98巻3・4号(1991

年)217-238頁 。

47行 政 訴 訟手 続 が 「合 理 的 期 間 」 を超 過 す る た め に ヨー ロ ッパ 人 権 条 約6条1項 違 反

が 認 定 さ れ たGarcia事 件 判 決(Garciac.France,41001/98,arretdu26

septembre2000[disponiblesurhttpl//www.echr.coe.int/])を 理 由 とす る再

審 査請 求 に っ い て 、再 審 査 委 員 会 は そ れ が行 政 訴 訟 手 続 に 関 す る もの で あ る こ と を 理
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b)請 求原因 刑事訴訟法典626-1条 および法律2000-516号89条2項

ヨーロッパ人権裁判所の決定(判 決)48(お よび、経過措置として、 ヨーロッ

パ審議会閣僚委員会の決定)に よるヨーロッパ人権条約違反の認定。当該確定

有罪判決(国 内裁判所)についてヨーロッパ人権裁判所による同条約違反の認定

がなされなければならず、当該確定有罪判決(に 至る手続)が 同裁判所の判例

に反すると主張するのみでは足 りない49。

c)ヨ ーロッパ人権裁判所判決と再審査対象たる確定有罪判決との関係

刑事訴訟法典626-1条

、捜査過程の家宅捜索がヨーロッパ人権条約8条(私 生活の尊重)に 違反する

形でなされたことがヨーロッパ人権裁判所により認定されたとしても、それだ
ヨ 　

・けでは 「当該有罪判決が人権および基本的自由の保護に関する条約あるいはそ

の追加議定書の規定に反 して下 された」(刑 事訴訟法典626-1条 。強調筆者)

由 に請 求 を却 下 した と言 わ れ て い る(Comm,r6examen,n。01RDHO11.こ の 決

定 は公 刊 され て お らず 、 そ の 内 容 につ いて はDEGOUTTE,側 ρrαnote45,pp.

569-570;:KOERING-」OULIN,錫 ρrαnote45,p.29に 依 拠 した)。 な お、 行 政 訴

訟 判 決 の再 審 査 に 関 す る立 法 論 と して 、PERDU(Sylvande),《Versmr6examen

d'une(16cision(i6finitive(iujugea(lministratiffrangaisapr6sune

Oondamnationeurop6enne?》,Rω.ヶ 伽.Olr。 ん。,No57,2004,pp.175-196;uoか

αωss`ROUJOUDEBOUBEE(Gabriel)&DELAMY(Bertrand),《A

proposdelacr6ationenproc6durep6naled'unpourvoidansl'int6r6tdes

droitsdel'homme》,D.2000,no10,Pointdevue,VI.

48626-3条2項 は ヨー一ロ ッパ 人 権 裁 判 所 の 《d6cisions》 の 語 を 用 い て い る が 、 も と

よ り これ は 《arrδts》と 《d6cisions》(参 照 、 ヨー ロ ッパ人 権 条 約45条)と を区 別 す

る趣 旨 で はな い6

49Comm.r6e文amen,40ctobre2001,noOIRDHOO5[disponiblesurhttpl

//www.courdecassation.fr/].Voか ααssごBARBEROT(Christine),《Ler

6examend'uned6cisionp6naled6finitive ,cons6cutifauprononc6

d'亘narr6tdelaCoureuroP6ennedesdroitsde1'homme》,Rα ρPor凄d2

ZμCoαrdl(～eαssα 琵oη,,2001,

http://www.courdecassation,fr/ _rapport/rapportO1/activite

/Commissiondereexamen.htm/
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　むこ と に は な ら な い
。

d)請 求権者 刑事訴訟法典626-2条

同条は請求権者の範囲を限定列挙により示 して いる。Vaudelle事 件 におい

て、再審査委員会は、受刑者の子(法 定代理人で も権利承継人でもない)か ら

の請求を却下 している51。

e)請 求期限 刑事訴訟法典636-3条2項

ヨーロッパ人権裁判所の決定(判 決)か ら1年 以内に請求を提起 しなければ

な らな い。

2.実 質要件

刑事訴訟法典626-1条 は、「当該条約違反か ら受ける損害結果 が、当該条約

違反の性質および重大性のゆえに、同条約第41条 に基づいて与 え られるr正

当な満足』によって回復されることのないとき」 と定める。 この規定は、むし

ろ、「当該条約違反から受ける損害結果が、再審査によってのみ回復 され得 る

とき」 と理解されているようである。たとえば、訴訟 において 「合理的期間内」

に審理を受ける権利が侵害されたとす るヨーロッパ人権裁判所判決に基づ く再

審査請求については、 この権利侵害は 「再審査を要求する性質のものではない」

50Comm.r6examen,8novembre2001,noOIRDHOO9[disponible

surhttp://www.courdecassation.fr/].本 件 は、 ヨ ー ロ ッパ 人 権 裁 判 所 で はな く、

ヨー ロ ッパ人 権 委 員 会 の報 告 に基 づ く ヨー ロ ッパ 審 議 会 閣 僚 理 事 会 決 議 を 根 拠 と した

(す な わ ち、 経 過 措 置 に基 づ い た)請 求 で あ る。Vo`rCommssioneurop6ennedes

droitsde1'homme,Riccobonoc.France,31409/96,Rapportadoゆt61e3

mars1999;Comit6desMinistre,R6solutionint6rimaireDH(99)557,adopt6e

le80ctobre1999[disponiblessurhttp://www,echr.coe.int/].

51Comm.r6examen,27juin2002,noOIRDHOOi,Vaudelle,1)ro琵de乙 α

∫απ↓翅 ε,d6cembre2002,p.10,noteChristineBARBEROT.請 求 の き っか

け とな った ヨー ロ ッパ 人 権 裁 判 所 判 決 は 、Vaudellec.France,35683/97,arret

d、u30janvier2001[d.isponiblesurhttp://www.echr。coe、int/].
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とされている 。

なお、破殿院での手続において法院検事(avocatg6n6ra1)の 意見が裁判

所側に伝えられるのと同一条件では被告人側に伝えられないことは、攻撃防御

手段の平等に反するためヨーロッパ人権条約6条1項 違反である、 とするヨー

ロッパ人権裁判所の判決を受けた再審査請求にっいて、 この条約違反が再審査

を要求する性質のものであるかどうかにっき、再審査委員会の判断は揺れてい

る53。

蒔わ りに

このような再審査制度の創設が、司法制度や国家主権に関する伝統的な考え

方に大きな変容を迫るものであることは、広 く認識されている。というのも、

部分的であるにせよ、国内法秩序における条約解釈権を国内裁判所が放棄する

ことになる54か らである55。「ス トラスブールの裁判所[ヨ ーロッパ人権裁判

所]が いわば第4審 になりつっある」56、すなわち 「破殿院 は最高裁判所 とし

52Comm.r6examen,21juin2001,noOORDHOO4[disponiblesur

http://www。courdecassation.fr/].請 求 の き っか け とな った ヨ ー ロ ッパ 人 権 裁 判

所 判 決 は 、Cherakrakc.France,34075/96,arr§tdu2ao砒2000[disponible

surhttp://www.ehcr,coe.int/].

53Voisine事 件(Voisinec.France,27362/95,arretdu8f6vrier2000

[disponiblesurhttp://www.ehcr.coe.int/])で は、 再 審 査 を 要 求 す る性 質 の も

の で は な い と さ れ た 。Comm.r6examen,15f6vrier2001,n。00RDHOO2

[disponiblesurhttpl//www.courdecassation.fr/].こ れ と正 反 対 の 結 論 を 示 し

た の がSlimane-Kaid事 件(前 掲 注46。Slimane-Kaidは 、 前 掲 注46に 示 した主 張

に加 え て こ の点 に関 す る主 張 も行 った)で あ る。Vo∫rC.cass.22nov,2002,Gaz.

Pal.2003,p.2424,

54VoかRINALDI(Fabienne),《Desdemandesenr6visionetenr6examen

d'uned6cisionp6naled6finitive》,P(拡 記εs畷 ∫cんεs,12juillet2001,p.9.

55尾 崎 久 仁 子 は、 自 由権 規 約 選 択 議 定 書 の個 人 通 報 制 度 に っ い て、 「委 員 会 の見 解 は 、

他 の ソ フ ト ・ロ ー と同 じよ う に、 是 々非 々 で受 け入 れ る こ と を前 提 と して 初 め て 、 個

人 通 報 制 度 の 選 択 が 司 法 権 の独 立 … … を脅 かす もの で は な い と の評 価 の余 地 が 生 じ る

の で あ る」 と述 べ る。 尾 崎 久 仁 子 『国 際 人 権 ・刑 事 法 概 論 』(信 山 社 、2004年)222頁 。

56DEGOUTTES,s砿 ρrαnote45,p.563.
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ての地位を失いつつある」57のであって、まさに、「この変化の影響を現段階で

正確に述べることはできない」58ほどの巨大な変化である。

これだけの大きな変化をもた らす制度が、議会でさしたる議論 もないままに

導入され、その後 も特に問題な く適用されていることは、注目に値する。 これ

は、ヨーロッパ人権条約 は国内法秩序においても国内法に優位すること、およ

び、ヨーロッパ人権条約の解釈 にっいては国内裁判所の判断よりもヨーロッパ

人権裁判所の判断が国内法秩序 において も優位することについて、国際法 ・ヨー

ロッパ法研究者の間においてのみな らず、立法府の政治家や司法に携わる法曹

実務家の間にも、一定の共通了解があることを示唆 している。その共通了解は、

どのように成立 したのだろうか59。どのような基盤を持っものだろうか。また、

法規範 ・法制度の民主的正統性 という観点から見た場合、ヨーロッパ人権条約 ・

人権裁判所の正統性 はどのように理解 されているのだろうか60。これ らの問題

については、 フランス以外の国で採用されている類似の再審査制度 も検討 しっ

っ、改めて行 うことに したい。

57RENAUT,甜,prαnote15,p,20,「 人 民 主 権 に 直 接 根 拠 を お く重 罪 院 」 と い う

「ドグマ」 の死 を語 る もの と して 、ANGEVIN(Henri),《Mortd'undogme》,

JCP,40ctobre2000,1206,P.1795.

58RENUCCI(Jean-Frangois),《Ler6examend'uned6cisiondejustice

d6finitivedans12int6retdesdroitsde1'homme》,D.2000,chr,p.656.

59日 本 の憲 法 学 者 が取 り組 ん で い る ヨー ロ ッパ 統 合 の 文 脈 で の 「主 権 」 概 念 研 究 に は、

国 際法 学 か らの応 答 が必 要 で あ る。 参 照 、 南 野 森 「欧 州 統 合 と主 権 論 」 本 郷 法 政 紀 要

5号(1996年)239-274頁 、 高 橋 和 之r国 家 主 権 と フ ェ デ ラ シ オ ン」 中 村 睦 男 ほ か 編

「欧州 統 合 と フ ラ ンス憲 法 の変 容 』(有 斐 閣 、2003年)2-20頁 、 山 元 一 「『ヨ ー ロ ッパ

憲 法制 定 権 力 』?」 樋 口陽 一 ほ か編 『国 家 と 自由』(日 本 評 論 社 、2004年)179-200頁 、

山元 一 「憲 法 改 正 問 題 と して の国 際機 関 へ の権 限 移 譲 」 ジ ュ リ1289号(2005年)121-

129頁 。

60VoεrHAfM(Victor),《Faut-ilsupprimerlaCoureurop6emedesdroits

deI'homme?》,D.2001,chr.,pp.2988-2994.


